
   

経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 
田上町商工会（法人番号）6110005006001 

田上町（地方公共団体コード）153613 

実施期間 令和７年４月１日 ～ 令和１２年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

① 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで、課題解決

に向け自走化できるように支援し、小規模事業者の持続的発展を目指す。 

② 創業支援及び事業承継支援を行い、地域小規模事業者の減少抑制と競争力強化

を図る。 

③ デジタル技術（ＤＸ）の活用による企業価値の向上と販路開拓を推進する。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

①地区内の会員現況調査の実施 

②地区外の経済動向調査の実施 

 

４．需要動向調査に関すること 

 ①個社が提供する商品やサービスの消費者向け需要動向調査の実施 

②個社が提供する商品やサービスのバイヤー向け需要動向調査の実施 

 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営指導員等による経営状況の分析、情報提供  

 

６．事業計画策定支援に関すること 

①事業計画策定支援の実施 

②創業者向け事業計画策定支援の実施 

③事業承継計画支援の実施 

④ＤＸ推進セミナーの開催、専門家派遣による相談支援  

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

①事業計画策定事業者のフォローアップ 

 ②事業承継計画策定事業者のフォローアップ 

 ③創業計画策定事業者のフォローアップ 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①広告媒体を活用した販路開拓支援(BtoC) 

②ＩＴを活用した販路開拓支援(BtoC) 

③各種商談会の出展を通した販路拡大(BtoB及び BtoC) 

連絡先 

田上町商工会 

〒959-1503 新潟県南蒲原郡田上町大字原ケ崎新田 3072 

TEL0256-57-2291 FAX0256-57-5100   

E-mail  tagami@tagami.or.jp 

田上町役場 産業振興課 

〒959-1503 新潟県南蒲原郡田上町大字原ケ崎新田 3070 

TEL0256-57-6225 FAX0256-57-3112   

E-mail  t2251@town.tagami.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①現状 

【立地】 

  田上町は、昭和４８年に村から町 

制施行して町になる。県都新潟市から 

南東約３０㎞、新潟県のほぼ中央に位 

置しており、町の中央部に、南北に走 

るＪＲ信越線と国道４０３号線があり 

ＪＲは羽生田駅と田上駅の２つが存在 

し、新潟駅までは約３０分、北陸自動 

車道三条燕インター並びに上越新幹線 

燕三条駅まで１３㎞、磐越自動車道新 

津インターまで１５㎞の立地である。 

現在、町のほぼ中央を縦断する形で国 

道４０３号線バイパスが貫通し、当町 

を挟み新潟市から三条市まで繋がり、 

車の流れが大きく変化し、国道４０ 

  ３号線の通行量が減少している。 

町の東側は森林地帯、西側は大河信 

濃川に沿って田園地帯が続き、中央 

部に住宅地と商店が点在している。 

自然が豊かで災害が少なく農産物に 

恵まれた町として町内外に認知され 

ている。また、平成の大合併では合併 

せずに、単独行政としての道を歩んで 

いる。田上町商工会は、この田上町全

域を管轄区域としている。 

 

 【人口】 

   新潟市中心部から３０分程度の立地条件のもと、ベッドタウン化が進み東側の森林地帯を開拓

し、幾つもの住宅団地が造成されたが、平成１２年の１３，６４３人をピークに減少に転じてお

り、平成２８年から令和４年の６年間で約９％減少し、県平均の約７％を上回っており、今後ま

すます少子高齢化が進んでいくと考えられる。 

 

地区内人口の推移 

 平成２８年度 
令和元年度 令和４年度 

 前期比  前期比 

人 口 １２，２２３ １１，６７７ △５４６ １１，１０８ △５６９ 

                        新潟県商工会実態調査報告書より出典 

 

 【産業】 

 当町には従来から商店街が形成されておらず、各集落内に業種別の商店が集落対応型の商売を

展開しており、車社会の到来とともに、消費行動と道路交通事情の変化に伴い、町外へレジャー

を兼ねて買い物に出かける機会が多くなり、地元で購入する機会が少なくなってきている。この

ことが大きな要因で、売上の減少、経営者の高齢化、後継者難等で廃業が増えている。 

また、基幹産業は農業といわれており、様々な農産物が生産されている。しかしながら従事者の

高齢化、後継者問題等から耕作の継続が難しい農地が出始めている。また、当町には小さい町な
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がら、中轌工業団地（民間が造成）、川船河工業団地（行政造成）、本田上工業団地（行政造成）

３つの工業団地があり、最後に造成された本田上工業団地は、造成からかなりの期間が経過して

いるが、経済環境の変化や様々な事情から未だに空き地が残っている。 

 

地区内商工業者数 

業  種 平成２８年度 令和元年度 令和４年度 構成比 
減少率 

H28・R4 

建設業 

（内 会員数） 

１２８ 

  （８６） 

９８ 

（８５） 

１０５ 

（８７） 

２５．９％ 

（３０．５％） 
-１７．９％ 

製造業 

（内会員数） 

９５ 

（５８） 

７０ 

（５８） 

６８ 

（５５） 

１６．７％ 

（１９．３％） 
－２８．４％ 

卸・小売売業 

（内会員数） 

７９ 

（６１） 

７９ 

（５８） 

７９ 

（５５） 

１９．５％ 

（１９．３％） 
０％ 

飲食店・宿泊業 

（内会員数） 

５４ 

（２８） 

３４ 

（２７） 

３０ 

（２４） 

７．４％ 

（８．４％） 
－４４．４％ 

サービス業・他 

（内会員数） 

９５ 

（５９） 

１１８ 

（６０） 

１２４ 

（６４） 

３０．５％ 

（２２．５％） 
３０．５％ 

合 計 

（内会員数） 

４５１ 

（２９２） 

３９９ 

（２８８） 

４０６ 

（２８５） 

１００％ 

（１００％） 
－９．９％ 

                          新潟県商工会実態調査報告書より出典 

 

【地域の特産品・地域資源】 

地域資源としては、湯田上温泉の他、越後の豪農の旧田巻家の離れ座敷として建てられた椿寿荘、

越後の七不思議の一つである了玄寺のつなぎがや、春夏秋冬で手軽にハイキングが楽しめる護摩堂

山がある。護摩堂山の山頂にあるあじさい園は、３万株の紫陽花が群生し、毎年６月中旬から７月

下旬にかけて色とりどりの花が咲き、多くの方々が当町を訪れている。そして、令和２年に開業し

た「道の駅たがみ」にも年間を通じて多くの方が訪れ、地域内外の交流を生む地域資源の一つとし

ての重要な場となっている。また、特産品では、米はもとより桃、梅、筍、苺、曽根にんじん、ル・

レクチェといった多くの農産物が生産されており、商工会と行政、農業者、商工業者が一緒になっ

て立ち上げた農商工連携協議会が、これら資源を活用して数多くの特産品を開発して小規模事業者

の売上向上の一助となっている。現在は、農商工連携協議会から田上町産業活性化ブランド戦略協

議会と名を変え、田上町の地域資源である「竹」をブラッシュアップし、竹の有効利用の開発に取

り組んでいる。 

 

【田上町総合計画】 

田上町第６次総合計画（令和４年度～令和１３年度）では、まちづくりの３本柱として「誰も

が安心して暮らせるまちづくり」、「安心して子育てできるまちづくり」、「自然豊かな活力あるま

ちづくり」に取り組み、「１０年後も誰もが住み続けたいまち」を目指して進めている。 

第４章 交流とにぎわいで活力あふれるまち 

第２節 商工業の育成 

○４-２-１ 商業・サービス業の育成 

〈基本方針〉 

・産業の活性化に努め、既存企業の育成・支援及び起業支援を図ります。 

  〈課  題〉 

  ・後継者対策、事業承継対策や企業を担う人材の育成と確保。また、起業につながる支援が必要 

  ・「道の駅たがみ」の開業により町外からの来訪者が増加しているため、町の魅力を知ってもら

うため、各産業の連携を促進、地場産品の付加価値向上による町経済活動の活性化を図る必要 

  ・地域経済状況・ニーズに適した施策を行うため、事業所への定期的な訪問や関係団体からの情

報収集の必要 

  ・小規模企業振興基本条例に基づく計画を策定し、町内事業所の振興に努める必要 
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  〈施  策〉 

  ・魅力ある個店づくり 

 ・組織活動や共同事業への支援 

○４-２-２工業の育成 

〈基本方針〉 

・町内事業所の事業継続と今後の育成に努め、制度融資、人材育成制度を継続しつつ、事業承継、

後継者対策及び起業支援を図ります。 

〈課  題〉 

・企業経営の安定のための各種制度融資やその都度、町内経済の動向を意識した見直し等が必要 

・後継者対策、事業承継の後押しを関係団体と協力しながら、起業支援をはじめ工業の育成を図

る必要 

・町内事業所への訪問等により各事業所の実情を把握し、地域経済状況・ニーズに適した施策を

行う必要 

・小規模企業振興基本条例に基づく計画を策定し、町内事業所の振興に努める必要 

〈施  策〉 

・地域工業の育成 

○４-２-３雇用労働対策の強化 

〈基本方針〉 

・各関係機関との連携した雇用に関する情報発信に努めます。 

・本田上工業団地への積極的な企業誘致による雇用の場の確保とあわせ、既存企業の経営基盤の

安定を図るとともに起業支援を行います。 

〈課  題〉 

・ハローワークや商工会等と連携し、情報発信に努める必要 

・本田上工業団地への企業誘致の促進と既存企業への支援、起業支援について関係機関と連携し

た支援が必要 

・地域内循環を意識した施策を検討・実施するとともに、雇用の安定・確保が必要 

〈施  策〉 

・雇用情報の提供と就労への支援 

・企業の支援・誘致 

第３節 地域資源を活かした産業の促進 

○４-３-１観光の振興 

〈基本方針〉 

・観光業、農業、商工業が連携し、観光資源を活用した町全体の各産業の振興を図ります。 

〈課  題〉 

・地場農産品の割合を増やすため農業者と協力し、「地産地消」を進めることが必要 

・「道の駅たがみ」を拠点とした町内商店等へ導く仕掛けづくりについて検討し、実行する必要 

・「道の駅たがみ」を起点とした情報発信やＰＲ体制の強化と護摩堂山、湯田上温泉一帯の整備

を促進し、魅力ある拠点づくりを進める必要 

・各種まつりの開催と関連機関と連携したＰＲ活動を展開する必要 

・地場産品を活用し「食」と「農業体験」をテーマとしたコンテンツを開発する必要 

〈施  策〉 

・交流拠点の充実と活用 

・観光・交流企画の拡充 

・ＰＲ体制の強化 

○４-３-２地域資源を活用した活動の促進 

〈基本方針〉 

・「道の駅たがみ」はまちづくりの拠点であり、地域資源の一つでもあります。そこをうまく活

用しながら、にぎわいづくりを促進します。 

・ブランド戦略協議会において農産物の有利販売に向けた検討を図ります。 

・竹の子生産組合等と連携を図りながら、竹林整備の推進に努めます。 

・竹林資源を有効活用した製品の開発を行います。 

〈課  題〉 

・「道の駅たがみ」をまちづくりの拠点として活用していく必要 

・農産物の有利販売につながる田上町産農産物のブランド化や農産物の加工による付加価値商品
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の開発などを図るとともに、農産物等の開発支援を行う必要 

・竹林整備に向け町をはじめとした関係機関や所有者などの一層の連携・協力が必要 

・放置竹林整備の推進及び間伐竹の有効利用を図るため、竹の子生産組合等の竹林整備を推進組

織体制等の整備が必要 

〈施  策〉 

・道の駅の地域資源としての活用とまちづくりの推進 

  ・新たな事業展開の促進 

  ・竹の里づくり事業の推進 

 
②課題 

【業種別の状況と課題】 

小売業：町内には大型店として、ドラックストアー２店、ホームセンター１店とスーパーが１店あ

り、また近隣の大型店に購買力が流出している。町内の小売店のほとんどは家族的経営で、

売上の減少や高齢化、後継者問題の理由で小規模小売店の廃業が目立っている。一部の商

店においては多角化（弁当や総菜の製造販売、特産品の販売）を展開するなど、積極的に

取組んでいる小売業者も見受けられる。いかに売上を確保し事業を継続させるかが課題と

なっている。 

飲食業：当町の飲食店は国道 403号線沿いを中心に存立しており、地域住民はもとより 403号線利

用者を主な顧客とした経営になっているが、新型コロナウィルス感染症の影響をもろに受

け、国・県・町の経済支援策で継続してきたが、感染症の行動制限解除後も、感染症前に

比べ客足は戻っていない状況で、物価高騰により更に厳しい環境におかれている。経営環

境の変化に対応した営業形態をとれるかが課題となっている。 

 製造業：当町の工業は、地場産業や基幹産業などは特に無く、三条市や燕市といった金属加工業の

下請け仕事が多い。また、隣接する加茂市の地場産業である桐たんす製造業もあり、これ

ら事業所の殆どが町内にある３ケ所の工業団地において操業している。従業員規模 20 名

以下の事業所が大半である。新型コロナウイルス感染症の影響で、エネルギー価格や原材

料の高騰に苦しんでいる状況に加え、労働力不足も課題となっている。 

建設業：一人親方の建築事業者の高齢化による廃業が目立つ。大手ハウスメーカーなどの競合もあ

り、昔ながらの営業では立ち行かなくなっている。一方、建設業においては、道路や河川

の、除雪作業などの公共事業で経営を維持しているが、物価高騰のあおりを受けている。 

今後は、小規模事業者や一人親方にハウスメーカーに対抗できる営業力を身に着けてもら

う必要がある。 

観光関連業：当町には、新潟市の奥座敷と称され親しまれている湯田上温泉があり、この湯田上温

泉を軸に様々な事業が営まれていた。特に温泉旅館が 30年前は 15軒あったが今では

４軒となっている。また、芸者置屋やお土産屋等数多くの観光関連にかかわる事業所

があったが、温泉旅館の衰退と比例するよう激減している。そんな中でも、湯田上温

泉旅館協同組合と田上町観光協会が連携し、観光客の集客のためのイベント開催や湯

田上温泉のＰＲ活動に積極的に取組んでいる。また、令和２年１０月の道の駅たがみ

の開業以来、年間延べ６０万人弱が訪れるため、道の駅たがみを活用した町の活性化、

にぎわいづくりの創出が今後の課題となっている。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 ①１０年程度の期間を見据えて 

上記の現状と課題から今後を見据えた場合、人口の減少による需要の減少や消費の大型店や地域

外への流出など小規模事業者を取り巻く環境は厳しくなり、事業の継続さえ危ぶまれる状況であ

る。また、経営者の高齢化により小規模事業者数が減少するスピードが速くなると想定される。小

規模事業者の経営環境が変化する中で持続的発展をしていくためには、自社の経営状況や経営資

源、顧客ニーズを正確に把握し、自社の強みを活かした事業計画を策定し、実行していくことが重

要となる。当会では、事業者が事業計画策定の重要性を認識し、根拠に基づいた実効性の高い計画

を策定し、実行していく中で、ＰＤＣＡをまわしながら伴走型支援していくことを１丁目１番地と

して小規模事業者の持続的発展に寄与していく。 

 

②田上町第６次総合計画との連動性・整合性 

田上町総合計画では、「交流とにぎわいで活力あふれるまち」を目標とし、「商工業の育成」「地 
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域資源を生かした産業の促進」を掲げている。当会でも小規模事業者の持続的発展を目指し、個 

社支援に取り組んでいるため、今後も田上町と連携を図りながら商工業の育成と地域資源を生か

した産業の振興を目指していく。 

 

③田上町商工会としての役割 

当会では、経営発達支援計画の認定を受け、小規模事業者の持続的発展に向け伴走型支援に取り

組んで来た。昨今の激変する経営環境の中、臨機応変に対応したきめ細かな支援が求められる今、

地域の経済団体である商工会の果たすべき役割は非常に大きい。それを踏まえ、小規模事業者の身

近な支援機関として、通常の経営改善普及事業に加え、事業者の持続的発展に向け売上増加と利益

の確保が図れるよう、巡回指導や窓口指導の強化や必要に応じて専門家等とも連携して伴走型支援

の取り組みを強化し、地域経済の発展に寄与する。 

 
（３）経営発達支援事業の目標 

  当会では、小規模事業者に対する地域の現状及び課題、並びに長期的な振興のあり方を踏まえ、

事業の持続的発展と円滑な事業承継と創業支援に取り組み、新たな活力を創出させ、地域の発展に

貢献していくことを目指す。 

① 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで、課題解決に向け自走化で

きるように支援を行い、小規模事業者の持続的発展を目指す。 

② 創業支援及び事業承継支援を行い、地域小規模事業者の減少抑制と競争力強化を図る。 

③ デジタル技術（ＤＸ）の活用による企業価値の向上と販路開拓を推進する。 

 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標達成の方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和７年４月１日～令和１２年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 ① 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで、課題解決に向け自走化で 

   きるように支援し、小規模事業者の持続的発展を目指す。 

   小規模事業者の事業継続のために事業計画の策定及び着実な実行は有効な手段である。商工会

は事業計画策定の必要性を啓蒙し、策定する事業者の掘り起こし、事業者との対話と傾聴により

本質的な課題を事業者自らが気づき、課題解決に向け自走化できるように支援する。 

 ② 創業支援及び事業承継支援を行い、地域小規模事業者の減少抑制と競争力強化を図る。 

   地域での創業を促進するため、創業予定者に対して効果的な創業計画策定による収支計画・販

路開拓支援を行う。また、廃業による事業者の減少を防ぐため、新潟県事業承継・引継ぎセンタ

ーと連携し、事業承継支援を実施し円滑な事業承継で事業の持続的発展に寄与し、小規模事業者

の競争力強化を図る。 

③ デジタル技術（ＤＸ）の活用による企業価値の向上と販路開拓を推進する。 

経営資源が限られる小規模事業者の企業価値向上を図るため、ＩＴ化による生産性の向上と

データの蓄積、それを活用したＤＸの推進及び事業計画策定など意欲のある事業者に対し、Ｓ

ＮＳ等を活用した販路開拓の支援を行う。 

 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

 （現状） 

現況調査においては、地域内事業者の景況感を把握する資料として活用していくため、年２回実

施してきた。調査結果は、商工会ホームページで公開し、町内の景気動向について参考にしてもら

っている。また、事業計画策定における判断材料として活用、町行政の施策に対して商工会の要望

を反映させる資料としても活用してきた。 

 （課題） 
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  調査分析結果の情報提供を行っているものの、個社の経営支援に必ずしも活かしきれていない。

個社の経営支援時に活用するためには、「ＲＥＳＡＳ」等のデータも活用し、より深い調査・分析

を行いながら事業計画の策定に活かす必要がある。 

 

（２）目標 

 公表 

方法 
現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

現況調査の公

表回数 

ＨＰ 

掲載 
２回 １回 １回 １回 １回 １回 

地区外の経済

動向調査の公

表回数 

ＨＰ 

掲載 
１回 １回 １回 １回 １回 １回 

 

（３）事業内容 

  ①地域内の商工業者現況調査 

 地域内の景況等を把握するため、商工業者の経済及び景気動向の調査、分析を行う。 

【調査対象】地区内商工業者 １５０社（回収目標５０％） 

      （卸・小売：３０社 製造業：３０社 建設業：３５社 宿泊・飲食業：１５社 

サービス業他：４０社） 

【調査項目】売上、仕入単価、販売単価、採算、雇用動向、景況判断、経営上の問題点等 

【調査回数】年 1 回 ※調査を１回にする分、より詳細に調査・分析を行う。 

【調査手法】ＦＡＸ及び窓口対応と巡回時においてヒアリングにより行う。 

   

  ②地区外の経済動向調査 

   消費動向や小規模事業者が事業に活用できるデータを把握するため、景気動向などの情報収

集、調査分析を行う。 

   【調査項目】県内、全国における産業別の景況、市場動向、人口推移、地域の消費支出など。 

   【分析手法】新潟県商工会連合会景況調査、各種統計調査や「ＲＥＳＡＳ」などを活用し、分 

         析 

 

（４）調査結果の活用 

 収集した情報は、内容や分析結果をデータ化し、当会のホームページに掲載して地域内商工業

者に周知する。また、経営相談指導を行う際の参考資料とする。 

 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

   需要動向の調査・分析にあたっては、展示会出展時にバイヤーや来場者に対して実施し、その

結果を出展者にフィードバックをしたのみで、活かしきれていない面がある。また、展示会への

出展時以外は実施していなかった。 

 （課題） 

   小規模事業者が提供する商品・サービスの販売を促進するため、バイヤーや消費者の生の声を

調査し、小規模事業者に届け、商品・サービスの改良等を行うために的確な情報を把握し、需要

動向に基づいた事業計画の策定を行う必要がある。 

 

（２）目標 

事業の内容 現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

①商品等の消費者向けニーズ調査

対象事業者数 
― ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

②商品等のバイヤー向けニーズ調

査対象事業者数 
― ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 
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（３）事業内容 

①商品等の消費者向けニーズ調査の実施 

事業計画策定を支援している小規模事業者を対象に、提供する商品やサービスについて、既存顧

客に対する個別の需要動向調査を実施することで、自社の商品・サービスが顧客のニーズにマッチ

しているのか、どういった商品・サービスにニーズがあるのかなどを分析し、提供する。 

［調 査 数]  ２０人/１事業所 

［調査手法］  来店者を対象とした無記名によるアンケート調査 

［調査項目]   顧客属性、商品・サービスの内容、価格、満足度など、 

［分析手段］  収集したデータを経営指導員等が分析する。必要に応じて専門家派遣を活用する。 

［分析結果］  分析結果を、経営指導員等が当該事業者に直接説明してフィードバックし、商品 

のブラッシュアップや販路拡大に向けた取り組みを提案する。 

  

②個社の販売する商品または、役務に対するバイヤー等への調査 

 県内外の商談会や展示会における参加事業者や商談ニーズなどの情報収集及び情報の提供を行

うとともに、県内外から来場される大勢のバイヤーに、地域ブランドを効果的にアピールできる展

示会への出展を促し、商品等についてバイヤーから直接ヒアリング調査し、効果的な販売促進を図

る。 

［調 査 数］ ４０人/１事業所 

［調査手法］ 経営指導員等が来場されるバイヤー等からヒアリングで調査 

［調査内容］ 味、コンセプト、商品ニーズ、価格、ロット、納期、配送、納品方法等 

［分析手法］ 経営指導員等が専門家または、調査会社と連携し、分析する 

［分析結果］ 分析結果を、経営指導員等が当該事業者に直接説明してフィードバックし、当該事

業者が販路拡大、取引を行う際の検討材料として活用する。 

 

 

５．経営状況分析に関すること 

（１）現状と課題 

 （現状） 

   各種補助金申請時や金融・税務相談時に行ってきたが、中心は記帳機械化支援における財務デ

ータの分析であった。分析内容も財務分析が主で、経営環境や経営資源、自社の強み・弱みなど

に関する非財務分析までは至っていない。また、経営分析セミナーも受講者がいないため、集団

指導から個別指導に切り換えている。 

 （課題） 

   時間を割いてまで、セミナーを受講したい小規模事業者がいないため、感覚的な経営からの脱

却が出来ていないと考えられる。事業を継続していくための、経営状況分析の重要性が伝えきれ

ていない面がある。それぞれの小規模事業者の業種や事業規模、おかれている状況によって異な

るため、集団で行うセミナーよりも経営指導員等による相談時に個別に説明する方が効果的と考

えられる。 

   経営分析については、財務分析はもとより小規模事業者の知恵、経験、工夫等、目に見えない

経営資源を聞き取るため、対話と傾聴を通じて本質的な課題を把握し、解決を図っていく必要が

ある。 

 

（２）目標 

  経営分析の重要性を理解することで、事業計画策定の必要性と今後の経営戦略の方針を定め、

場当たり的な経営から、事業計画に基づく経営に移行することを目標とする。 

 現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

経営分析事業者数 ２９者 １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

    ※より質の高い支援を目指すため、事業者を絞って対応する。 

 

（３）事業内容 

   各種相談対応時に経営状況を確認し、事業者自らに経営分析の実施を促し、財務分析はもとよ

り、自社の強み・弱みなどの気づきを与えることで、経営課題等を把握し、経営分析について理
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解を得るきっかけとする。 

  ［分析項目］ 財務分析 ：収益性、生産性、安全性、成長性 

         非財務分析：下記項目について、事業者の内部環境の強み・弱みと外部環境の機

会・脅威について整理する 

（内部環境） （外部環境） 

・商品、製品、サービス  ・技術、ノウハウ等の知的財産 

・仕入先、取引先     ・デジタル化、ＩＴ化活用の状況 

・人材、組織       ・事業計画の策定・運用状況 

・商圏内の人口・人流 

・競合 

・業界の動向 

  ［分析手法］事業者の状況や局面に合わせて、経済産業省の「ローカルベンチマーク」、商工会

記帳システム「ＭＡ１」等のソフトを活用し、経営指導員等が分析を行う。 

        非財務分析については、対話と傾聴を通じて本質的な課題を抽出し、ＳＷＯＴ分析

などの支援ツールを活用し整理する。 

（４）分析結果の活用 

   分析結果は、当該事業者にフィードバックし、事業計画の策定等に活用する。また、分析結果 

はデータベース化し職員間で共有することで、職員のスキルアップと支援体制の強化を図る。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

   経営状況分析と同様、事業計画策定支援は実施しているが、各種補助金申請時や金融相談時な

ど必要に迫られて策定するものだと誤認している小規模事業者が多く、策定だけでおわってしま

うケースが多い。本来の事業計画の必要性や重要性の理解が不十分である。 

 （課題） 

   小規模事業者が事業計画策定を行う場合、その過程において自社を見つめ直すことで今まで気

づいていなかった強み・弱みを発見することができるため、経営の方向性を定めることができる。

しかしながら、現状では事業計画の重要性を理解していない小規模事業者が多く、困ったときの

計画策定の場面もあるため、経営指導員等が相談時に事業者の状況を踏まえて説明することで、

認識を深めてもらう必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

   ①事業計画策定支援 

    小規模事業者が自ら経営分析を行い、自社の強み・弱みなどの現状を把握したうえで、事業

計画策定に取り組めるよう対話と傾聴を重視する。また、地域内の会員現況調査や地区外の経

済動向調査、需要動向調査の分析を踏まえ経営分析を行い、実現可能な事業計画の策定を目指

す。５、で経営分析を行った事業者の５割程度／年の事業計画策定を目指す。 

   ②創業計画策定支援 

 年１回、平日相談に来ることができない方を対象に夜間創業相談会を開催し、地域内創業者

の掘り起こしを行う。また、田上町では県内の町村ではじめて産業競争力強化法に基づく計画

の認定を受けたこともあり、創業予定者に対しては、創業計画、資金計画、労務、開業準備な

どの支援の強化を図る。円滑に創業し、事業運営ができるように支援していく。そして、相談

会後は経営指導員を中心とした個別相談により支援を行う。必要に応じて、外部機関と連携し

ながら創業者に寄り添った支援を行っていく。 

③事業承継策定支援 

    事業承継策定支援については、新潟県事業承継・引継ぎセンターと連携し、巡回・窓口相談

時に事業承継診断シート等による支援者の掘り起こしから、経営分析支援、個別の状況にマッ

チした事業計画策定支援を行い、小規模事業者の持続的発展に寄与する。 

④ＤＸ推進セミナー 

    ＤＸに向けた意識の醸成と基礎知識習得、デジタル化、ＩＴ化の手法推進を目的としたセミ

ナーを開催する。個別の詳細案件については、専門家派遣制度を活用する。 
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（３）目標 

 現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

① 事業計画策定事業者数 ５者 ８者 ８者 ８者 ８者 ８者 

② 事業承継計画策定件数 ２件 ２件 ２件 ２件 ２件 ２件 

③ 創業計画策定件数 １件 １件 １件 １件 １件 １件 

④ ＤＸ推進セミナー ― １回 １回 １回 １回 １回 

 

（４）事業内容 

   ①事業計画策定支援 

   ［支援対象］補助金申請予定者、融資相談事業者、経営分析支援事業者、経営力向上を目指す

事業者 

   ［支援手法］支援対象の小規模事業者に対し、経営指導員が中心となって支援を行う。また、

必要に応じて中小企業診断士等の専門家派遣を活用し、円滑な支援を実施する 

   ②創業計画策定支援 

   ［支援対象］創業予定者 

   ［支援手法］創業予定者に対し、実現可能な創業計画の策定を支援する。また、税務、開業資

金などの相談に応じる。そして、創業計画の進捗確認や問題点の解決等、事業継

続の見通しが立つまで支援を行う。また、タイミングが合えば田上町起業創業支

援事業補助金の支援も同時に行う。 

③事業承継策定支援 

   ［支援対象］事業承継を検討している事業者 

   ［支援手法］事業承継を検討している事業者に対し、事業承継・引継ぎセンターや専門家と連

携し実現可能な事業承継計画書の作成支援を行う。 

 ④ＤＸ推進セミナー 

   ［支援対象］ＤＸに関心を持つ事業者及び導入を目指している事業者 

   ［カリキュラム］ＤＸ活用事例、導入に向けた取り組みの進め方、支援制度の紹介等 

   ［募集方法］会報、ホームページにて募集 

   ［参加者数］１５名程度 

   ［予定講師・専門家］ＩＴ専門家、中小企業診断士等 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

 （現状） 

   事業計画策定事業者への巡回指導等によるフォローアップを目指しているものの、すべての策 

定事業者に対応できていないのが現状であり、相談があった事業者に対しての指導になりがちに 

なっている。 

 （課題） 

   事業計画策定自体が補助金活用や融資申込を目的とした計画立案であり、策定後の支援も補助 

金活用や融資決定後の確認が主たる目的になり、見直しや修正などのフォローの要素が弱かった

ため、小規模事業者が抱えている課題に対し、より効果的なフォローアップ支援を実施して行く

ことが求められる。 

 

（２）支援に関する考え方 

    計画の進捗フォローアップでは、対話と傾聴を通じて事業者自らが「答え」を見出すことを

促し、内発的動機付づけを行い、滞在力の発揮につなげる。 

    事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況や課題等により指導

回数を増やして集中して支援すべき事業者とある程度順調と判断しても支障のない事業者を

見極めたうえで、フォローアップを行う。 
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（３）目標 

 現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

事業計画策定ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

対象事業者数 
３者 ８者 ８者 ８者 ８者 ８者 

頻度（延数） ９回 ３２回 ３２回 ３２回 ３２回 ３２回 

事業計画策定売上目標

達成事業者数 
０者 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

事業計画策定事業者経

常利益率５％以上増加 
０者 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

事業承継計画策定ﾌｫﾛｰｱ

ｯﾌﾟ対象事業者数 
０者 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

頻度(延数) ０回 ８回 ８回 ８回 ８回 ８回 

事業承継計画策定売上

目標達成事業者数 
０者 １者 １者 １者 １者 １者 

事業承継計画策定事業

者経常利益率５％以上

増加 

０者 １者 １者 １者 １者 １者 

創業計画策定ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

対象事業者数 
１者 １者 １者 １者 １者 １者 

頻度(延数) ５回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 

創業計画策定売上目標

達成事業者数 
０者 １者 １者 １者 １者 １者 

創業計画策定事業者経

常利益率５％以上増加 
０者 １者 １者 １者 １者 １者 

 

（４）事業内容 

    事業計画を策定した全ての事業者を対象として、四半期に１回を基本に巡回指導・窓口相談

により事業計画の進捗状況や新たな課題への対応策の検討等のフォローアップを実施する。早

急に対応しなければならない事案が発生した場合、フォローアップを事業者の状況に応じて臨

機応変に対応する。 

    進捗状況が思わしくなく事業計画とのズレが生じている場合は、専門家派遣を活用して、ズ

レの発生要因と今後の対応策について検討し、フォローアップの頻度の見直しを行う。 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

 （現状） 

    これまで、新たな需要の開拓に寄与するため、出展者を募り、展示会へ出展する事業者に対

し支援を行ってきた。しかし、価格やロット数などの問題で商談成立には至らなかった。また、

ＳＮＳ等を活用した販路開拓に関心があるものの高齢化や知識不足などノウハウに乏しく進

んでいない状況である。 

 （課題） 

    商談会や展示会の出展については、課題を改善したうえで、出展する商談会・展示会の見直

しが必要と考えられる。小規模事業者に見合う、より効果的な商談会・展示会を選択する必要

がある。また、ホームページも持たない情報発信が乏しい事業者に対し、無料で作成できる「グ

ーペ」の作成やＳＮＳの活用についても支援しているが、販路開拓につながっていない。その

ため、情報発信力の強化とＤＸへの取り組みが有効であることを理解・認識してもらい段階的

に支援していく必要がある。 

 

（２）支援に関する考え方 

   ①事業者や自社商品の知名度向上を図り、新たな需要を生み出すことを目的とした情報発信を

行うため、広域的に配布される地域情報誌等を活用し、事業者の商品・サービス等のＰＲによ

る販路開拓を支援する。 

   ②ＤＸに向けた取り組みとして、データによる顧客管理、販売促進、ＳＮＳによる情報発信等
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による販路開拓に関するセミナー開催や相談指導を行う。また、必要に応じて専門家派遣を活

用し支援する。 

③商談会・展示会への出展を促し、バイヤーや消費者へのＰＲと新規顧客の獲得を支援する。   

出展にあたっては、主催者が提供するツールの活用をしながら、経営指導員等が事前・事後の

出展支援を行い、出展期間中は、陳列、接客等のサポートを行いながら、知名度向上と販路開

拓を目指す。 

 

（３）目標 

内  容 現行 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

① 広告媒体による販路拡大支援事

業者数 
－ １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

売上増加率/１０％達成事業者数 － ３者 ３者 ３者 ３者 ５者 

② ＩＴ活用支援事業者数 － ３者 ３者 ３者 ５者 ５者 

売上増加率/５％達成事業者数 － １者 １者 １者 ２者 ２者 

③ ＧＯＯＤ ＬＩＦＥフェア出展

支援事業者数 
- ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

成約事業者数 - １者 １者 １者 １者 １者 

売上/５０万円達成事業者数 - １者 １者 １者 ２者 ２者 

 

（４）事業内容 

  ①広告媒体等の活用による販路開拓支援 

   ［目 的］地域資源を活用した商品や地域の特徴のあるサービス等について、広告媒体等の活

用による情報発信により、地域内外へ広くＰＲすることで、小規模事業者の新たな

需要の開拓につなげる。 

   ［対象者］事業計画を策定した事業者、地域資源を活用した商品取扱い事業者、地域の特徴の

あるサービスを行っている事業者、販路拡大を目指す事業者 

   ［手 法］地域情報誌の紙面を活用した情報発信（１０者程度を想定、年１回） 

   ［成果検証］ 掲載した事業者に対して、売上高の推移・新規顧客獲得数等の結果を確認、検

証することで、次回以降の取組方法やフォローアップ支援に繋げる。 

   ［効果等］継続的に広告宣伝することが困難な小規模事業者も、商工会が広告媒体等を活用し

た販路開拓支援を行うことで、事業者及び商品・サービスの認知度の向上、新規顧客の獲得、

売上増加に繋がることが期待できる。また、情報発信の重要性を認識し、今後の販売活動の活

性化が図られる。 

   ※想定している地域情報誌、地域情報誌を活用したポスティング 

    ・まるごと県央 

     三条市を中心とした県央地域に約 61,500 部配布されている地域密着型の生活情報誌のた

め情報発信は効果的である。 

  ②ＩＴを活用した販路開拓支援 

   ［目 的］事業者の商品・サービスについて、ＩＴを活用して広く発信することで販路拡大に

繋げることを目的とする。 

   ［対象者］事業計画策定者の中で、ＳＮＳ等を活用して販路開拓に取り組みたい事業者 

   ［手 法］ＩＴやＳＮＳ等の活用をおっくうに感じ、活用できていない事業者へホームページ

作成ツール「グーペ」による販売促進や既にＩＴを活用して販路開拓に取組んでい

る事業者へは、セミナーの開催や専門家派遣を活用し支援する。 

   ［成果検証］取組み後の売上推移や反響についてヒアリングにより検証する。 

   ［効果等］ホームページやＳＮＳ等を活用した自社の商品・サービスを広く発信することによ

り、認知度の向上、潜在的な顧客の発掘、新たな取引先・顧客の獲得が期待できる。 

③商談会・展示会への出展支援 

   ［目 的］地域資源を活用した商品や自社商品を持つ事業者に対し、バイヤーに商談を行い商

談成立を目指し、また、同時に消費者にもＰＲを図り、新規顧客の獲得を目指す。 

   ［対象者］事業計画策定した事業者、販路拡大を目指す事業者 
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   ［手 法］首都圏で開催されるＢｔｏＢ及びＢｔｏＣの両面で販路開拓が可能な商談会・展示

会に出展し、販路開拓を支援する。 

   ［成果検証］出展終了時に商談成立の有無の確認と消費者への売上額を把握する。また、同時

に需要動向調査を実施し、バイヤーや消費者の商品に対する意見等を集約し、商

品のブラッシュアップに繋げるとともに今後の方向性等を検討する。 

   ［効果等］需要動向調査を実施することで、商品に対してのニーズが把握でき、今後の販路開

拓に繋げられる。 

   ※想定している商談会・展示会 

    ・毎年 1 回「東京ビックサイト」で開催されるＧＯＯＤ ＬＩＦＥフェアは、ＢｔｏＢ及び

ＢｔｏＣの両方からアプローチができる。令和 5 年度出展者は 425 社で来場者は 35,371

人と規模が大きく、かつ、比較的富裕層が多い。また、バイヤーは地方の差別化されてい

る商品を探しにきているため効果的である。 

 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９．事業の評価と見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

    経営発達支援事業評価委員会を設置して、年１回評価委員会を開催し、事業実施状況や目標

数値や改善点等の評価を頂いているが、評価を受けた指摘事項が十分に次年度に活かしきれて

いなかった。 

 （課題） 

    評価委員会で得られた評価結果、意見を次年度の事業計画に反映させるためＰＤＣＡサイク

ルを回していく必要がある。 

 

（２）事業内容 

   ①経営発達支援事業評価委員会の開催 

     引き続き、年に１回（３月）に事業評価委員会を開催する。委員は、商工会正副会長、商

工会理事１名、法定経営指導員、田上町産業振興課長、地元金融機関支店長２名、中小企業

診断士１名で構成する。また、事業評価委員会では、事業の実施状況及び成果について報告

し、委員より５段階評価を受け、その評価に基づき次年度の計画の見直しや改善策を策定す

る。 

   ②評価委員会の評価結果は、引き続き理事会に報告したうえで、事業実施方針に反映させる。

また、総代会で報告し、ホームページ上で公表する。（年１回） 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

   経営指導員等及び経営支援員等は資質向上のため、新潟県商工会連合会が主催する研修会へ

参加する他、必要に応じて関係支援機関が実施する研修会や説明会に参加し、小規模事業者へ

の支援ノウハウ取得に努めている。また、出席者が研修内容を経営指導員等及び経営支援員等

報告し情報及び知識の共有を図っている。 

 （課題） 

    経営支援業務を遂行するには、経営指導員等の支援能力の向上が求められる。また、ＤＸ推 

進に向けた小規模事業者への情報提供や経営指導の必要性が高まる中で、支援する側の知識習 

得に向けた取り組みが必要である。 

 

（２）事業内容 

  ①外部研修会等への参加 

    新潟県商工会連合会が主催する義務研修の「経営指導員研修」に加え、任意であるにいがた 

産業創造機構、新潟県よろず支援拠点、中小企業大学校三条校等の研修にも積極的に参加し、 

職員一人一人の支援力の向上に努める。また、支援の基本姿勢（対話と傾聴）の習得・向上を 
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図るために「経営支援能力向上セミナー」や対話力向上等のコミュニケーション能力を高める 

ため「コミュニケーション能力向上セミナー」等にも経営指導員のみならず、経営支援員（一 

般職員）、記帳指導員（一般職員）も受講し、組織全体としての支援能力向上を図る。 

 

  ②ＤＸ推進セミナーに向けたセミナー等への参加 

    喫緊の課題である小規模事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員等のＩＴスキ 

ルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のようなＤＸ推進取組に 

かかる支援能力向上のためのセミナーに職種を問わず全職員が積極的に参加する。 

  〈ＤＸ推進に向けたセミナー等への参加〉 

   ア）事業者の内部に対する取組（業務効率化等） 

    クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、補助金の電子申請、情報

セキュリティー対策他 

   イ）事業者の外部に対する取組（販路開拓等） 

    ホームページを活用した自社ＰＲ、情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、ＳＮＳを活用し

た広報等 

   ウ）支援機関の指導力向上 

    オンラインによる経営指導等 

③ＯＪＴ制度の導入 

    支援経験が豊富な経営指導員と経営支援員等がチームとなり、巡回指導や窓口相談の機会を

活用したＯＪＴを積極的に実施することで、組織全体としての支援能力向上を図る。 

④職員間の支援ノウハウの共有 

    月に１回、職員全員でミーティングを実施し、支援事業者の支援状況についての情報を共有

するほか、今後の支援方針について意見交換することで、職員個人ではなくチームでの支援が

可能となり、同時に職員の支援能力の向上が図られる。 

    また、支援内容については、共有フォルダなどに保管し、職員全員がいつでも閲覧できるよ

うにし、担当外の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにする。 

 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

（現状） 

  当会では年１回、地域内の金融機関や日本政策金融公庫三条支店、新潟県信用保証協会県央支

店との金融懇談会に参加しており、地域内の経済動向や金融支援状況などの情報交換を行ってい

る。また、加茂商工会議所との懇談会では、地域の産業支援策や金融支援策等の情報共有も図っ

ている。 

（課題） 

  上記の連絡会議等で得られた情報を有効に活用するために、職員間でのミーティング時などに

おいて情報共有を図っていく必要がある。 

 

（２）事業内容 

①加茂商工会議所との意見交換会 

   田上町と加茂市は隣同士ということで様々な分野で密接な関係がある。年１回、同じ地域経済

圏内で地域の共通課題を洗い出して、対応策の検討やお互いの事業の紹介、事業運営について情

報交換することにより、今後の運営の参考とし、小規模事業者支援に活かす。 

②日本政策金融公庫との懇談会 

   小規模事業者向けの金融相談会終了後、日本政策金融公庫三条支店の支店長、融資課長、地区

担当職員を招聘し、年１回当会において地域の経済動向や融資制度の取扱いについて説明を受け

るとともに、意見交換会を行い公庫職員との関係構築や情報交換、スキルアップの場として活用

する。 

③町内金融機関並びに町行政担当課との意見交換会 

  当会、町行政担当課、協栄信用組合、加茂信用金庫、ＪＡえちご中越の支店長や担当者が参加

し、年１回地区内の金融や経済動向等について意見交換を行い、今後の小規模事業者支援の参考

とする。 

④経営改善貸付連絡協議会及び中小企業支援連携ミーティングへの参加 
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   日本政策金融公庫三条支店が主催する「経営改善貸付連絡協議会」と新潟県信用保証協会県央

支店が主催する「中小企業支援連携ミーティング」に参加し、金融支援、経営支援について年１

回情報交換及び地域の情勢中小企業の支援事例について情報交換を行う。 

⑤新潟県商工会職員協議会 

   新潟県内商工会の職員で構成する職員協議会において、職制（事務局長部会、経営指導員部会、

経営支援員部会）ごとの部会が主催する研修会や会議に、職員それぞれが年１回は出席をして職

員のスキルアップを図るとともに、他商工会の経営支援の取組みについて情報等を収集し、今後

の事業者支援に活かしていく。 

 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

  （現状） 

    当地域では、地域資源である「竹」を活用したイベントや「竹」を加工した商品化に取り組

んでいる中、竹の循環への取組みに試行錯誤している。また、「道の駅たがみ」が開業以来、

年間延べ６０万人の方が訪れているが、町が掲げる「にぎわいづくりの拠点」しての活用に関

係機関と連携して取り組んでいる状況にある。 

  （課題） 

    継続して行政や関係団体と連携を密にして、地域資源やイベント等を有効活用しながら、小

規模事業者への波及効果が続くよう支援していく必要がある。 

 

（２）事業内容 

①地域資源を活用した活性化 

田上町が主催する田上町産業活性化ブランド戦略協議会で地域資源である「竹」をブラッシュ

アップした特産品開発とイベント等の取組みと「竹」を堆肥化することによるブランド化に連携

して取り組む。 

②「道の駅たがみ」を活用した活性化 

令和２年１０月に開業した「道の駅たがみ」は、年間延べ６０万人が訪れる施設となっている。

この「道の駅たがみ」を活用して、当町の自然、農産物、食、温泉、産業など町の魅力を積極的

に情報発信し、交流人口の拡大、にぎわいづくりの拠点とすることで、田上町経済の活性化を行

政や関係機関と取り組む。 

・直売所内で地域資源を活用して開発された特産品を引き続き販売し、小規模事業者の販路拡大

を図る。 

・田上団九郎夏まつりや田上町産業まつりが、従来の開催場所から「道の駅たがみ」で開催され

ているため、住民同士や来町者の交流を拡大させ、にぎわいづくりの醸成を図る。 

・設置される情報センターにおいて観光協会、旅館組合等と連携して効果的な情報を発信し、田

上町のＰＲを図る。 

③たがみバンブーブーを活用した活性化 

たがみバンブーブーは、令和４年から開催され、開催期間中（１ヶ月）は、延べ２．８万人訪

れる一大イベントになっているため、当会としても引き続き協力するとともに、来訪者が地域

の飲食店や小売店などにも波及効果が現れる仕組みを展開する。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年１２月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

                 田上町商工会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条５項に規定する経営指導

員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名 山本 泰子 

■連絡先 田上町商工会 ＴＥＬ 0256-57-2291    ＦＡＸ 0256-57-5100 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会 

  田上町商工会 

  〒959-1503 

    新潟県南蒲原郡田上町大字原ケ崎新田 3072番地 

  ＴＥＬ0256-57-2291    ＦＡＸ0256-57-5100 

  E-mail：tagami@tagami.or.jp 

 

②関係市町村 

  田上町役場産業振興課 

 〒959-1503 

  新潟県南蒲原郡田上町大字原ケ崎新田 3070番地 

 ＴＥＬ0256-57-6225    ＦＡＸ0256-57-3112 

  E-mail:t2251@town.tagami.lg.jp 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 

商 工 会 事 務 局 長 

 

田上町役場産業振興課 

 

法定経営指導員１名 

経 営 指 導 員 １ 名 

経 営 支 援 員 ３ 名 

記 帳 指 導 員 １ 名 
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

必要な資金の額 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 

 

経済動向調査費 

専門家派遣費 

セミナー開催費 

需要動向調査 

販路開拓事業費 

100 

200 

200 

500 

5,000 

  

100 

200 

200 

500 

5,000 

100 

200 

200 

500 

5,000 

100 

200 

200 

500 

5,000 

100 

200 

200 

500 

5,000 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

国庫補助金、県補助金、町補助金、商工会費、各種手数料等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

なし 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 


